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交渉能力
「NOをかならずYESに変え

る技術」かんき出版。国連の紛争

調停官だった国際ネゴシューター島田久仁彦氏

の本。双方に利益をもたらすことのできる「戦

わない交渉術」を書いています。第一印象の20

秒（笑顔＋ポジティブな挨拶で相手を褒める）で

勝負する。賛同するときは理由をはっきり「な

ぜ賛成するのか」「どこに賛成するのか」「どこ

には賛同しかねるか」等をできるだけ明確に示

す。反論するときは、できるだけ具体的な理由

を並べて、笑顔でも浮かべつつ、でも毅然とし

た態度で反論する。一気に反対の理由を言い切

ってしまわない。反対の理由や反論の要素を一

つづつ述べ、相手の反応や返答を待つのが賢明。

∋難読esesseesessess＝賛＝託∋甜寺善芦声

醒回国聞
一般的な近視等の矯正のための眼鏡

の購入費用は、医療費控除の対象にな

りません。

ただし、白内障、緑内障などの疾病

により治療を必要とする一定の症状を

有する者が、医師による治療の一環と

して装用する眼鏡の購入費用は、医療

費控除の対象となります。
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印紙税の取り扱い

前借金領収書等はどうなる？

□社内領収書

本社の社員が出張所から現金を回収する際に

発行する領収書について、同一法人の部内又は

本店、支店や出張所の間で、事務の整理上作成

する文書については、その作成者の人格が同一

であることから、約束手形や船荷証券に該当す

る場合を除いて、印紙税の課税対象にはなりま

せん。

「会社と社員間の領収書

会社と社員との間で作成される文書について

は、人格が同一ではなくそれぞれ独立した人格

を有する者の間のものですから、同一法人内で

作成する文書には当たりません。

しかしながら、会社の社員が、会社の業務執

行に関して給付される給料、出張旅費等の前渡

しを受けた場合に作成する前借金領収書等で、

その領収書等が社内規則等によって会社の事務

整理上作成することとされているものについて

は、その前借金等を後日支給されるべき給料、

旅費等によって相殺することとしているなど消

費貸借に関する契約書の性質を有するものであ

ったとしても、印紙税の課税対象である消費貸

借に関する契約書としては取り扱わないことと

されています。

なお、会社がその社員に対して、住宅資金の

貸付けを行うような場合については、その住宅

資金は、会社等の業務執行に関して給付される

ものに当たりませんので、住宅資金について金

銭消費貸借契約書や金銭借用証書などを作成す

る場合には、消費貸借に関する契約書（第1号

の3文書）として、印紙税の課税文書となりま

す。
「」身元保証契約書

印紙税では、債務の保証に関する契約書（第

13号文書）について、課税文書とされています。

ただし、債務の保証に関する契約書のうち、身

元保証に関する法律に定める身元保証に関する

契約書は、非課税とされています。身元保証に

盤．。 �炉 ノ千・“ノ」音 
○遠山の金さんが「遠島を申し渡す」

と判決を下す。遠島は終身刑で、将

軍家の慶事等で恩赦がない限り帰っ

てくることはできない。しかも恩赦

の対象は、武士なら在島30年以上、

それ以外でも5年以上。ただ、遠島

は懲役刑ではないので、現地での強

制労働等はない。関東は三宅島、八

丈島など、関西・西国は隠岐、壱岐、

五島、天草、薩摩の諸島などに流さ

関する契約書とは、身元保証人が雇用関係に基

づく使用者と被使用者との間で被使用者の行為

により使用者が受けた損害を賠償することを約

したものです。

なお、非課税とされる身元保証に関する契約

書には、雇用関係に基づくものだけでなく、病

院と患者又は学校と学生の間において、患者又

は学生等の保証人が作成して、その病院又は学

校に提出する身元保証契約書も含むこととされ

ています。

口クレジット取引の契約書

金銭又は有価証券の受領事実を証明する目的

で作成されたものが、金銭又は有価証券の受取

書（第17号文書）として、印紙税の課税文書と

なります。クレジット取引による販売の場合に

ついては、信用取引により商品を引き渡すもの

であり、金銭又は有価証券の受領事実がありま

せんから、たとえ、文書の表題が領収書となっ

ていても、金銭又は有価証券の受取書には該当

しませんので、印紙税の課税文書にはなりませ

ん。

ただし、クレジットカード利用の場合であっ

ても、その旨を記載していない領収書について

は、金銭又は有価証券の受取書として印紙税の

課税文書に該当することになります。
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会社の役員報酬の

適正額とは？

会社法では「報酬等」の定義を、一方、法人

税法では「役員給与」の考え方と取り扱いを定

めていますが、役員報酬の適正額はどう考える

べきなのか、まとめてみたいと思います。

（1）会社法の考え方　取締役のお手盛り支給を禁

じており、その報酬等の内容については、定款

の定め又は株主総会の決議によって定めること

にしています。

（2）法人税法の考え方　退職給与を除く役員給与

について、法人税法が定めている定期同額給与・

事前確定届出給与及び利益連動給与以外の給与

の額を損金不算入としています。さらに定期同

額給与等に該当するものであっても、不相当に

高額であるとされる部分は、損金不算入として

います。

（3江不相当に高額」の判断　政令で定められて

ナマの税務相談室
今日は微妙な事案で

悩んでいまして、ご　微妙な回
相談に伺いました。

国

おり、その判断材料は、（Dその役員の職務の内

容、②その法人の収益及びその使用人に対する

給与の支給状況、③類似法人（その法人と同種

の事業を営む法人でその事業規模が類似するも

の）の役員に対する給与の支給状況等の三本柱

になっています。

（4）実務上の判断　適正額の実質判断においては、

（3）の③の判断基準によるところが最も多いとこ

ろです。但し、この場合類似法人の選定は、専

ら課税庁サイドでないとわからない部分であり、

さらには、その数社の類似法人の平均額によっ

て適正額を判定すべきか、最高額によって適正

額を判定すべきかという問題も生じます。

（5）裁判例　過去の裁判の実例では、平均額の

2．5倍を超えていて過大であると認定された事例

（名古屋地裁8、3、27判決）や、類似法人の

最高支給額を超えていて最大であるとされた事

例（東京地裁28、4、22判決）もあります。

従って、その適正額の判定は難解であります

が、会社としては、その役員報酬の算出根拠を

明確に説明できるようにしておくべきでしょう。

囚そうなんです。解釈によってどうにでも

なるようですと、収拾がつ

そうですがお悩み　　　相続財産の範囲　　かないからです。
は早く解決した方が

よいですね。どうぞ、どうぞ。

回実はテナントさんが暫く外国出張するもので家賃をまとめて先払いされました。

その前受け賃料を今回の父の相続財産の相続税

の計算上、債務控除出来るのでしょうか？

囚成程、若干微妙ですが、相続税法で債務控除に関する規定が第13条及び第14条に

あります。

被相続人の財産から控除すべき債務の額は被

相続人に帰属する債務で、相続開始の時点で現

に存在するものをいい、また確実性の裏付けが

あるもの、かつその控除すべき額はその時の現

況による旨が規定されています。

そういうことですか、なかなか厳しい規

定ですね。

今回、不動産等に係る前

受け賃料が債務控除の対象となるかどうかに関

してですが、その前受け賃料の対象となった賃

貸物件（不動産）を相続した相続人は、この相

続に係る被相続人が締結した賃貸借契約に基づ

いて、この物件をその相続後も引き続いて同じ

条件で賃貸を継続すべき義務（債務）を被相続

人から承継することになります。

しかし、既に支払期日が到来して被相続人に

支払われた前受け賃料の未経過分相当額の金銭

を返還すべき金銭債務はこの相続の開始の時点

で被相続人に発生していません。従って、その

相続人は被相続人に帰属していない債務を承継

する余地はありません。

今回の相続税の申告において、被相続人の債

務控除の対象にはなりません。

ナマの税務相談室
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納税管理人の有無で

税務手続きは雲泥の差

圃税管理人とは、日本国内に住所をもたない納税者

によって選任された者で、納

税申告書の提出や税金の納付

等を代理する者です。

圃諾意諾誌書警
出国する場合、その出国の時

までに準確定申告を行う必要

があります。また、3月15日

までに出国する場合には、前

年分の確定申告も出国の時ま

でに行う必要があります。

囲たし、ここでいう出国は所得税法上の出国であり、

納税管理人の届出をしないで

居住者が日本国内に住所及び

居所を有しなくなることをい

います。逆に、納税管理人の

届出をしたときは、ここでい

う「出国」には当たらず、通

常の確定申告期限までに申告

すればよいこととなります。

困くして、納税管理人の選任の有4酎ま確定申告書の

提出期限に影響するほか、出

国年度の扶養控除等の諸控除

の判定時期にも影響します。

すなわち、年の途中で非居住

者になる場合、所得税法上の

諸控除の判定時期は、出国の

時となりますが、納税管理人

の届出をすれば、その判定時

期が12月31日となります。

園際には、このような影響を考慮して納税管理人を

定めるというよりも、事務手

続きの効率性の観点から、納

税管理人を選定するのが一般

的と思われます。つまり、納

税管理人を定めない場合、非

居住者は自らが日本に帰国す

るなどして申告等に係る事務

処理を行い、かつ、国内で税

金を納付することになります

が、こんなことは困難なので、

手助けしてくれる人にお願い

しようとする場合が多いので

はないかと思われます。

国富
実際の多くの場合で

出国後において、非

居住者については、国内源泉

所得のみが日本の所得税の課

税対象となるため、国外勤務

に対応する給与については日

本では課税されません。また、

仮に国内勤務に対応する国内

支給の給与（例えば、国内勤

務期間に対応する賞与）があ

ったとしても20％（復興特別

所得税と合計では20．42％）の

税率での源泉徴収が行われ、

それにより課税が完結するた

め、確定申告は不要になりま

す。したがって、給与所得の

みの場合は、納税管理人の選

任は必要ない場合が多いと思

います。

5月の税務メモ

04月分源泉所得税の納付（特例適用
者を除く）
○特別農業所得者の承認申請
03月決算法人の確定申告
09月決算法人の中間（予定）申告
○所得税確定申告の延納申請分の納付

04月分個人住民税特別徴収分の納付

03月決算法人の確定申告
09月決算法人の中間（予定）
○鉱区税の納付
○自動車税の納付

★法人税予定納税額が10万円以下は申告省略です。
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